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全国における建築物の建設の着工動態を明らかにし、建築及び住宅に関する基礎資料を得るため。

＜調査範囲＞
建築基準法第15条第１項の規定による建築物を建築しようとする旨の届出（建築工事届）に係る建築物

＜調査事項＞
以下の３つ調査を通じ、着工予定期日等の事項を調査する。

① 建築物着工統計調査：着工予定期日、工事の予定期間、建築物の用途、床面積の合計、工事費予定額 等
② 住宅着工統計調査：着工予定期日、工事の予定期間、構造、住宅の種類、建て方 等
③ 建築工事費調査：工事の変更、着工日、工事の完了日、実施床面積、工事実施額

＜調査対象建築物数＞
① 建築物着工統計調査 及び ② 住宅着工統計調査 ： 約53万（全数）
③ 建築工事費調査： 約10,000（工事費が20億円以上の建築物は全数調査（令和４年調査では約900）、

工事費が20億円未満の建築物は無作為抽出（令和４年調査では約9,000））

＜調査方法＞
次ページ参照

＜調査周期、公表＞
① 建築物着工統計調査 及び ② 住宅着工統計調査 ： 毎月 → 調査月の翌月末に公表
③ 建築工事費調査： 1年（報告は毎月） → 調査年の翌年９月末に公表
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建築着工統計調査の概要

調査の目的

調査の概要



調査の実施フロー

■建築物着工統計調査・住宅着工統計調査（全数調査）

建築主 都道府県知事 国土交通大臣

建築工事届 調査票
・集計、公表

統計表

・建築基準法に基
づき建築工事届
を提出

・月毎月分に整
理し、調査票を
作成

・建築着工統計調査の調査票情報を元
にして、調査対象となる建築物を抽出

・都道府県に建築工事届の提出を依頼
し、それを入手

・建築工事届(写し)から工事施工者情
報を名簿に転記し、郵送

・調査票の回収・督促
・調査票の審査
・集計、公表

国土交通大臣

統計表

建築工事届
(写し)

工事施工者

・調査票の提出 調査票

■建築工事費調査（抽出調査）

(建築工事届の内容を転記)

都道府県
知事
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建築着工統計調査の実施フロー

①
②

③

④

⑤



建築着工統計調査における改善の取組

３ 前回承認時の課題への対応

２ 市町村別集計の再公表（一部）

○ 建築物・住宅着工統計調査において令和２年４月以降公表を取りやめていた集計表のうち、利
用者ニーズが高いことが確認された市区町村別集計を再公表（一部）

○ 建築工事費調査の適正化を始めとして、統計業務相談機能や専門家の知見の活用を行うと
ともに、デジタル技術の活用による調査の効率化などを推進

１ 建築物の用途分類の変更

○ 建築物に関するオンライン申請・届出の利便性向上の観点から、建築着工統計調査の元データ
である建築工事届において、建築物の用途分類を変更するとともに、建築物着工統計調査の集計
表においても「建築物の用途」を変更（詳細は次ページ以降）

４ 公的統計の整備に関する基本的な計画の課題への対応

○ 令和５年度において、統計作成プロセス診断の結果を踏まえた業務マニュアルを改善するなど、
BPR（業務改善）に取り組んだ。
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・・・ 建築物着工統計調査

・・・ 建築物着工統計調査、住宅着工統計調査

・・・ 建築工事費調査

・・・ 建築物着工統計調査、住宅着工統計調査
建築工事費調査ほか



１ 建築物の用途分類の変更（1/3） ･･･ 建築物着工統計調査

○ 令和７年度以降、建築確認申請等のオンライン申請システムの運用が開始予定。
○ これを踏まえ、オンライン申請・届出の利便性向上及び都道府県の負担軽減の観点から、建

築確認申請と建築工事届において異なっている用途分類ではなく、令和７年１月以降に着工さ
れる建築物の用途分類は、建築確認申請と同一のものに変更。

変更の概要①
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建築確認申請

現行の用途分類 変更後の用途分類

建築工事届建築確認申請

これまで用途分類は異なっていたが、
建築工事届の用途分類を
建築確認申請の用途分類と一致させる

建築工事届



○ 令和７年１月以降に着工される建築物から、建築工事届において、建築物の用途分類を建築
確認申請のものと同一にする改正を行うほか、建築物着工統計調査の集計表においては、建築
確認申請における「建築物の用途区分」（中分類）を考慮しつつ公表用の区分を検討中。

○ 利用者等のニーズ等も踏まえ、大分類項目（32区分）と使途区分項目（７区分）を月次・年次・年
度次で公表。

変更の概要②

【今後のスケジュール】
令和６年５月以降 ： 建築工事届の用途分類の変更のための省令公布・施行（予定）
令和７年１月分～ ： 上述の変更を反映した集計表を公表 5

１ 建築物の用途分類の変更（2/3） ･･･ 建築物着工統計調査

集計区分（現行） 集計区分（変更後）
○ 大分類項目（32区分）
大きく（Ａ）居住専用住宅、（Ｂ）居住産業

併用建築物、（Ｃ）産業専用建築物に区分

○ 中分類項目（79区分）
（Ａ）は住宅、附属建築物、寮・寄宿舎など

５区分、 （Ｂ） （Ｃ）は、一部統合した産業中

分類ベースでそれぞれ37区分に分類

○ 使途区分項目（７区分）
上記の大・中分類とは別に、事務所、店

舗、工場及び作業場、倉庫、学校の校舎、
病院・診療所、その他の７区分に分類

○ 大分類項目（32区分）
⇒ 変更なし

○ 建築確認申請の用途区分
（72区分(※) ）

⇒  月次の公表では、これを集計し、
現行の使途区分項目（７区分）を公表

公表方法（変更後）

○ 大分類項目（32区分）
○ 使途区分項目（７区分）

月次（R7.1～）

年次・年度次（R7～）

○ 使途区分項目（７区分）
⇒ 変更なし

○ 大分類項目（32区分）

○ 使途区分項目（７区分）

○ 建築確認申請の用途区分
（72区分(※)）

※ この用途区分の公表区分は検討中。



○ 令和７年１月から、月次の結果表では中分類を削除、年次・年度次の結果表では、中分類の代わりに、以下の建築確認申請
の用途分類を考慮しつつ公表用の区分を検討中。

○ この変更に先立ち、政府内だけでなく、主要ユーザーにも利用状況を聴取し、特段の支障がないことを確認済み。
○ 今後、省令改正に合わせてパブリックコメントを実施予定（日程調整中）。

※ 上の表中の分類名では、一部を省略して記載している。

一戸建ての住宅 公衆浴場（個室付浴場業に係る公衆浴場を除く。） 食堂又は喫茶店

長屋 診療所（患者の収容施設のあるものに限る。）
理髪店、美容院、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、貸
本屋その他これらに類するサービス業を営む店舗（以下略）

共同住宅 診療所（患者の収容施設のないものに限る。）
銀行の支店、損害保険代理店、宅地建物取引業を営む店舗そ
の他これらに類するサービス業を営む店舗

寄宿舎 病院 物品販売業を営む店舗以外の店舗

下宿 巡査派出所 事務所

幼稚園 公衆電話所 映画スタジオ又はテレビスタジオ

小学校
郵便法（昭和二十二年法律第百六十五号）の規定により行
う郵便の業務の用に供する施設

自動車車庫

義務教育学校 地方公共団体の支庁又は支所 自転車駐車場

中学校、高等学校又は中等教育学校 公衆便所、休憩所又は路線バスの停留所の上家 倉庫業を営む倉庫

特別支援学校 建築基準法施行令に基づき国土交通大臣が指定する施設 倉庫業を営まない倉庫

大学又は高等専門学校
税務署、警察署、保健所又は消防署その他これらに類する
もの

劇場、映画館又は演芸場

専修学校 工場（自動車修理工場を除く。） 観覧場

各種学校 自動車修理工場 公会堂又は集会場

幼保連携型認定こども園 危険物の貯蔵又は処理に供するもの 展示場

図書館その他これに類ずるもの
ボーリング場、スケート場、水泳場、スキー場、ゴルフ練
習場又はバッティング練習場

料理店

博物館その他これに類するもの 体育館又はスポーツの練習場 キャバレー、カフェー、ナイトクラブ又はバー

美術館その他これに類するもの マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場（以下略） ダンスホール

神社、寺院、教会その他これらに類ずるもの ホテル又は旅館 個室付浴場業に係る公衆浴場、ヌードスタジオ（以下略）

老人ホーム、福祉ホームその他これに類するもの自動車教習所 卸売市場

保育所その他これに類するもの 畜舎
火葬場又はと畜場、汚物処理場、ごみ焼却場その他の処理施
設

助産所（入所する者の寝室があるもの） 堆肥舎又は水産物の増殖場若しくは養殖場 農作物の生産、集荷、処理又は貯蔵に供するもの

助産所（入所する者の寝室がないもの） 日用品の販売を主たる目的とする店舗 農作物の生産資源の貯蔵に供するもの

児童福祉施設等（入所する者の寝室があるもの）
百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗（以下
略）

田園住居地域及びその周辺で生産された農産物の販売を主た
る目的とする店舗（以下略）

児童福祉施設等（入所する者の寝室がないもの）飲食店 その他
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１ 建築物の用途分類の変更（3/3） ･･･ 建築物着工統計調査



２ 市町村別集計の再公表（一部） ･･･ 建築物着工統計調査、住宅着工統計調査

○ 市区町村別集計は、令和２年４月以降公表を取りやめていた。

○ その後、多くの問合せがあったため、令和５年４月以降、e-Statにおいて参考表として掲載して
対応。

○ 併せて、Web上でアンケート調査も行ったところ、正式な集計表としての要望が寄せられたため、
今回、正式な集計事項として位置付けて一部（建築物の数、床面積）を再公表。

変更の概要

調査名 集計事項 全国計表
都道府県別
計表

市部計表 郡部計表
都道府県別
市部計表

東京都特別
区部及び政
令指定市別

表

都道府県別
郡部計表

市区町村別
表

都市別表

（６）着工建築物都道府県・市区町村別、構造別（建築物
の数（市区町村別表については年次及び年度次のみ集
計）、床面積の合計、工事費予定額（市区町村別表を除
く））

● ● ● ●

（７）着工建築物都道府県・市区町村別、用途別（大分
類）（建築物の数（市区町村別表については年次及び年度
次のみ集計）、床面積の合計、工事費予定額（市区町村別
表を除く））

● ● ● ●

（８）着工新設住宅利用関係別、資金別、建て方別（戸
数、床面積の合計） ● ● ● ● ●
（９）着工新設住宅利用関係別、構造別、建て方別（戸
数、床面積の合計） ● ● ● ● ●

住宅
着工

建築物
着工

追加する集計表の例
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３ 前回承認時の課題への対応（1/4） ・・・建築工事費調査
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令和４年４月の変更の承認（総政審第122号）において、以下が「今後の課題」として指摘

（１）建築工事費調査の適正化
（２）総務省の統計業務相談機能や専門家の知見の活用
（３）調査実施プロセスに関する記録の作成・保存
（４）建築工事費調査の標本設計等の検証の実施
（５）デジタル技術の活用による調査の効率化

（１）建築工事費調査の適正化

業務を確実に遂行できる体制や人員を整備し、適切な作業スケジュールの立案及び進捗管理を
行うなど、速やかに再発防止策を検討し、調査の適正化を図ること。

○ 令和3年調査の調査票配布の遅れを踏まえ、令和４年調査の実施に当たっては、毎月の調査
票の送付と回収業務を民間に委託した上で、人員増強により建築工事費調査の担当ラインを確
保するとともに、室長と担当ラインが作業スケジュールや進捗状況を毎月共有するなどの業務管
理を徹底した。その後、調査票の回収や集計を経て、令和５年９月29日に期日通りに公表
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（２）総務省の統計業務相談機能や専門家の知見の活用

必要に応じて総務省の統計業務相談機能を活用することを通じて、適切な手法に基づいて業務
を遂行し、調査計画に定められた公表期日までに確実に結果を公表できるよう最大限の努力を払
うこと。

○ 令和３年調査・令和４年調査については、統計品質改善会議において回答・疑義照会の状況や
調査結果をご審議いただいた上で、それぞれ期日通りに公表

○ 国交省に常駐している総務省（統計研究研修所）の統計品質管理官（旧統計分析審査官）から、
多岐にわたるアドバイスを活用しながら、調査の実施と調査結果を公表

（３）調査実施プロセスに関する記録の作成・保存

標本設計、調査方法、結果集計等の各プロセスについて具体的かつ正確な記録を作成・保存し、
今後の業務に活用すること。

○ 国土交通省の文書管理規則における文書分類基準に基づき、各プロセスのデータを共有フォル
ダに適切に保存

３ 前回承認時の課題への対応（2/4） ・・・建築工事費調査



（４）建築工事費調査の標本設計等の検証の実施

令和２年１月の答申において「今後の課題」として指摘された標本設計の見直しや調査方法の変
更による影響分析等について、遅滞なく検証・検討を行うこと。

また、月次で調査を行うことが適切かどうかなどの観点を含め、調査対象者の回答のしやすさに
配慮した調査方法の改善に継続的に努めること。

○ 標本設計の見直しや調査方法の変更による影響分析等については、令和2年7月から標本の抽
出を行っており、現時点では、大規模工事や長期工事の物件のサンプル数が十分とは言えず、網
羅的に把握できていないことから、それらの物件のサンプル数が相当程度出そろった時点におい
て、統計品質改善会議（座長：美添泰人（青山学院大学名誉教授））に諮る予定

○ １報告者当たりの年間の最大回答件数は、R3年調査：506件、R4年調査：576件であった。年次
で調査を行うと、報告者、調査実施者双方の負担が一時期に集中することから、月次で調査を行う
ことにより、業務の平準化を図り、双方の負担を分散することが有用と思慮

10

※公的統計の整備に関する基本的な計画（第IV期基本計画（令和5年3月28日閣議決定））
「今後５年間に講ずる具体的施策」においても、同様の記載あり

３ 前回承認時の課題への対応（3/4） ・・・建築工事費調査



建築工事費調査では、大幅な調査の遅延が発生した理由としては、調査対象者に係る情報の入
手元となる建築工事届の電子化が進んでいないことが一因となっていたことが明らかとなった。調
査の効率化に向けて、デジタル技術の更なる活用について検討すること。

○ 建築工事費調査は、建築工事届を元に作成される建築着工統計調査における建築物から抽出し
て調査を実施

○ その際、都道府県の作業負担を軽減するため、令和４年４月より建築工事届の電子調査票を配
付しており、建築工事届の入力により、建築着工統計調査の調査票への自動転記が可能

○ さらに現在、当省の建築関係部局において、建築工事届を含む建築確認申請の電子化を進めて
おり、当室も建築関係部局と調整しながら建築工事届のオンライン提出を推進

○ なお、建築工事費調査では、令和５年度からすべての調査票においてＱＲコードを活用するシステ
ムを導入済み。令和５年度のオンライン回答率は99.9％。

未入力や複数選択をし
ている欄があると注意
喚起し、入力ミスを防止

「選択は１つまでです。」

「未入力があります。」

建築工事届（電子様式）

自動転記・エラー確認
機能の追加

建築着工統計調査票

調査票の形式にデータを変換し、
転記作業の手間を削減
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（５）デジタル技術の活用による調査の効率化

３ 前回承認時の課題への対応（4/4） ・・・建築工事費調査



４ 公的統計の整備に関する基本的な計画の課題への対応

12

公的統計の整備に関する基本的な計画（第IV期基本計画（令和5年3月28日閣議決定））において、
「今後５年間に講ずる具体的施策」として以下の課題が示されている

○ 統計作成プロセス診断の結果を踏まえ、建設工事統計及び建築着工統計の業務マニュアル
の整備、共有を行う

令和５年度のBPR事業及び統計作成プロセス診断の結果を踏まえ、業務マニュアルの整備を実施

従 来

①関係者が自らの業務全体を俯瞰できる
よう改善

②都道府県、受託事業者、統計センター
といった関係主体別の業務プロセスを
具体的に明示

③国交省（発注者）が行う受託事業者の
作業過程（特に毎月の統計作成）の
チェックを強化

④毎月の統計作成以外に、公文書管理や
業務マニュアルに記載のない困ったとき
の対応までを記載

改善の視点

・担当者用の引継書
・都道府県への説明会資料
・システム操作の手順書 等の目的が異なる別々の資料

引継書の例

担当者用の作業内容
が主に記載



業務マニュアルの改善（1/4） ・・・建築着工統計調査、建設工事統計調査

① 関係主体による業務全体の俯瞰的な把握

改善後

「業務全体のフロー図」と「全業務リスト」の作成により、各主体別に
業務の「見える化」を行い、担当者だけでなく管理職員も全体業務を
把握可能に

従 来

業務関係
資料が別々
に作成され、
体系化され
ていない

担当者が
様々な資料
の内容を理
解する必要
があり、業
務全体を十
分に把握で
きているか
が懸念

業務全体のフロー図の例

全業務リストの例
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「全関係者リスト」と「主体別の業務マニュアル」の作成により、各主体
は自らの業務内容を網羅的に把握可能

業務マニュアルの改善（2/4） ・・・建築着工統計調査、建設工事統計調査

②関係主体別の業務プロセスの具体的な明示
改善後従 来

受託事業者
等の関係主
体が行う業務
内容は、各々
の関連資料
において、そ
の都度記載

各関係主体
が業務内容
を漏れなく把
握することが
困難

主体別の業務マニュアルの例

全関係者リストの例
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調査票の配布、回収等の各作業過程において、国交省が受託事業者
の業務プロセスの状況を簡便に把握でき、チェック内容も体系化

業務マニュアルの改善（3/4） ・・・建築着工統計調査、建設工事統計調査

③国交省が行う受託事業者の作業過程のチェックを強化
改善後従 来

受託事業者
は、期日まで
の成果物納
品に主眼を置
いて作業を実
施

国交省が受
託事業者の
進捗状況を適
時適切・簡便
に把握するこ
とが困難

B.民間委託事業者の業務 B-1  民間委託事業者の業務概要

B.民間委託事業者の業務 B-2  民間委託事業者の会議

B.民間委託事業者の業務 B-3  民間委託事業者の契約内容

B.民間委託事業者の業務 B-4 民間委託事業者用チェックリスト

B.民間委託事業者の業務 B-5 外注用システム操作マニュアル

B.民間委託事業者の業務 B-6 エラーチェック後の職権修正可否の基準

B.民間委託事業者の業務 B-7 遅延調査票の取り扱い

B.民間委託事業者の業務 B-8 疑義照会件数および調査票修正件数の確認

B.民間委託事業者の業務 B-9 民間委託事業者の業務におけるアウトプット

B.民間委託事業者の業務 B-10  民間委託事業者の業務概要流れ図

B.民間委託事業者の業務 B-11 民間委託事業者の実施作業詳細
県別プロセスのチェックリストの例
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〇 公文書管理関係の対応内容のほか、特に毎月の統計作成時に発生す
るヒヤリハットとその対応内容を記載

〇 ヒヤリハット事例の蓄積により業務マニュアルを継続的に改善

業務マニュアルの改善（4/4） ・・・建築着工統計調査、建設工事統計調査

④公文書管理や困ったときの対応の記載
改善後従 来

統計作成に
必要となる公
文書管理関係
の記載のほか、
いわゆるヒヤリ
ハット事例が体
系的にまとめら
れていない

公文書管理
に課題あった
ほか、個別課
題とその対処
内容が体系的
に保存されず、
共通化された
方針に基づく対
応ができてい
なかった可能
性

管理的項目の例

困ったときの対応の例

①調査票情報の二次利用
②公文書管理

などの管理関係も漏れなく
記載

ＱＡやヒヤリハット事例も蓄積
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【ヒヤリハットの例】

ある月に、通常、あまり多く
ない構造（その他に分類）の
件数が多くあり、担当者が確
認したところ、数ヶ月前のデー
タがファイルに残っていた。


